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　ここ最近の社労士試験の出題傾向には、以下のような特徴が見受けられます。

【選択式】
　年度により難易度に変動はあるが、「覚えた事柄から単純・反射的に選ぶ性
質の問題」から「知識をフル活用して推測しつつ、選択語群の語句を消去法で
絞り込まないと正解を選べない高度な問題」まで出題内容が多岐にわたってい
る。
　単にテキスト中の語句や数字等を記憶しているだけでは、すべての科目にお
いて足切基準点（３点）をクリアするための得点ができるとは言えない。

【択一式】
・第50回試験の内容を見る限り、いわゆる「組合せ問題」と「正解の個数問
題」は出題形式として定着したといえる。出題数は「組合せ問題」が10題、
「正解の個数問題」が７題となっており、合計すると全体の約１/４を占める
までになっている。

　　第50回試験の「正解の個数問題」については、十分対応可能な出題レベル
ではあったものの、「正解の個数問題」はすべての択一肢の正誤判断ができ
ないと正解（70点満点の１点）とならないので、１問にかける時間が長くな
る割に得点に寄与する程度が低く非常に負荷が高い。そのため、本試験対策
として普段から「正解の個数問題」に慣れておく必要性があることはいうま
でもないが、問題を解く際の優先順位（「正解の個数問題」を解くのは後回
しにするなど。）を常に考慮しておく必要があるだろう。

　　とはいえ第50回試験では出題全体の１割が「正解の個数問題」となってお
り、合格するためにはその存在を無視することはできなくなってきた。

・第49回試験から、労働基準法で労働時間等の具体的な問題が散見されるよう
になってきた。「実務と直結した内容の出題を。」という意図を感じさせる。
他方、第48回試験まで目立っていた国民年金法における事例問題は影を潜め
るようになった。

　　今後もこの状態が続くと仮定すると、択一式については、「出題内容を基
本レベル＋αとし、出題形式で負荷をかける。」という図式が見てとれる。

　　受験生は素早く確実に出題の意図を読み取り判断していく能力が求められ
るので、基本事項の反復を徹底し、早い時期にそのレベルでの対策を仕上げ
ておき、時間的に余裕をもって応用問題や統計等の細かい知識の対応に時間
を割けるようにしておきたい。

　今回の改訂では、各章（節）の扉において、各章（節）の項目の本試験の出
題頻度や重要度が一覧できるマークを追加しました。全体を通して学習した後
に問題演習とリンクさせて学習のメリハリをつける目安として活用できるもの
です。また、「法改正ポイント講義」をよりシンプルに見やすいレイアウトに
変更して、改正の主だった内容を把握しやすくしました。

　本書を利用したみなさんが、社労士試験に合格されることを、ＴＡＣ社会保
険労務士講座一同、願ってやみません。

平成31年３月吉日
TAC社会保険労務士講座

は　じ　め　に
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　本書は、「一般常識」のうち、主として統計関係を別冊化し、発行時期を遅
らせることにより、「本試験における直近の統計出題等に対しても十分に対応
できる知識」を身につけることができるよう編集したもので、次のような特色
を持っています。

1　出題頻度の高い直近の統計で記述したこと
　本書では、「労働力調査（基本集計）　平成30年（2018年）平均（速報）結
果」、「毎月勤労統計調査（平成30年分結果確報）」、「平成30年就労条件総合調査」
など、重要統計のほとんどを最新年版で、各統計ごとに取り上げています。
　また、各統計の冒頭に、「ハイライト」として「調査結果の要約」等を記載する
ことにより、おさえるべき数値が把握し易い構成になっています。

2　白書対策も万全のものとしたこと
　本試験においては「白書（労働経済白書、厚生労働白書）」からも出題されます
ので、その対策をとっておく必要があります。
　本書では、「白書」については、出題の可能性が高い箇所を中心に、体系的に再
整理した上で収録してあります。さらに、選択式の出題が予想される箇所につい
ては、「条文」と同様の扱いをしていますので、効率的に選択式・択一式両方の白
書対策をとることができます。

3　白書に記載されない重要事項も収録したこと
　近年の「一般常識」においては、「白書」には記載されていない事項から出題さ
れる例も多くなってきています。
　本書においては、「白書」の記載内容に限らず、それ以外の数十種類の各種統計
や各種資料から出題が予想される箇所も選別して収録していますので、本試験で
白書以外の箇所から出題された場合でも幅広く対応することができます。

4　労務管理用語対策も万全であること
　本書は、「労働一般常識の選択式問題」においても、十分に合格ラインをクリア
できる水準で記載してあります。
　具体的には、「労務管理」について体系的な記述を行うことにより、「労務管理
用語」を理解して覚えることが可能となっています。

本 書 の 特 色
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（★：労一選択式、☆：労一択一式、●：社一選択式、◯：社一択一式）

21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

労
働
経
済

労働経済白書 ☆ ☆ ☆★ ☆ ☆
労働力調査 ☆
毎月勤労統計調査 ★
就労条件総合調査 ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆
賃金構造基本統計調査
雇用均等基本調査
（旧女性雇用管理基本調査）

★

賃金引上げ等の実態に関す
る調査
派遣労働者実態調査
障害者雇用状況の集計結果 ★
高年齢者の雇用状況集計結果
外国人雇用状況の届出状況 ★
労働組合基礎調査 ☆ ★
その他※ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ★☆

社
会
保
障
統
計

社会保障費用統計 ◯

国民医療費の概況 ◯ ◯

厚生年金保険・国民年金事
業の概況

◯

人口動態統計 ★

その他※ ◯

厚
生
労
働
白
書

厚生労働白書 ☆ ☆
社会保障総論
社会保障制度の変遷 ◯
医療保険制度の変遷 ◯ ◯ ●
介護保険の変遷・近年の改革 ● ◯●
年金制度の変遷 ◯
社会保障協定等 ● ◯ ◯

傾向と対策

▶過去10年の本試験出題傾向

����������	
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労
務
管
理

人事情報
雇用管理
能力開発
賃金管理 ★
人間関係管理
その他（労働経済用語）

※ 　過去に出題された統計資料・白書等（本書に詳細な掲載はありません）

Ｈ30
択一 ・厚生労働省「平成28年労働災害発生状況の分析等」

H29
選択 ・厚生労働省「平成28年能力開発基本調査」

H29
択一 ・内閣府「平成28年版男女共同参画白書」

H28
選択 ・厚生労働省「平成25年労働組合活動に関する実態調査」

H28
択一

・厚生労働省「平成25年若年者雇用実態調査」
・厚生労働省「平成26年国民年金被保険者実態調査」
・厚生労働省「平成26年年金制度基礎調査」
・厚生労働省「平成26年度国民年金保険料の納付状況」

H27
選択

・厚生労働省「中高年者縦断調査」「平成25年度雇用動向調査」
「平成24年度仕事と介護の両立に関する企業アンケート調査」

・総務省「平成24年就業構造基本調査」

H27
択一

・厚生労働省「平成25年国民生活基礎調査」
・厚生労働省「平成26年度後期高齢者医療制度被保険者実態調査」
・厚生労働省「平成24年度介護保険事業状況報告」

H26
択一

・厚生労働省「平成24年労働者健康状況調査」
・厚生労働省「平成23年有期労働契約に関する実態調査（事業所調査）」

H25
択一

・内閣府「平成24年版男女共同参画白書」
・内閣府「平成24年版高齢社会白書」
・厚生労働省「平成22年就業形態の多様化に関する総合実態調査」

H24
択一 ・厚生労働省「平成23年度能力開発基本調査」

H23
択一

・厚生労働省「平成21年雇用動向調査」
・厚生労働省「平成21年労使コミュニケーション調査」

H22
択一

・内閣府「平成21年版高齢社会白書」
・厚生労働省「平成20年雇用動向調査」
・厚生労働省「平成19年就業形態の多様化に関する総合実態調査」

H21
択一

・内閣府「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」
・内閣府「平成20年版青少年白書」
・厚生労働省「平成20年版働く女性の実情」

����������	
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　「白書・統計資料」の出題範囲は非常に多岐にわたり、出題項目の絞り込みも困難
であるため、毎年多くの受験生が対応に苦慮するところです。本試験問題も「難問」
ばかりという印象をお持ちの方も多いと思いますが、実際はすべての設問が難問と
いうわけではなく、たとえば以下の例題のように、ある程度「基本的な知識」で解
けるような問題もあるということを知っていれば、自ずと対策方法も絞り込んでい
けるはずです。

「平成24年版男女共同参画白書（内閣府）」によれば、女性の年齢階級別労働力
率は、その形状から、Ｍ字カーブと呼ばれているが、有配偶者の労働力率が上昇
してきたことが寄与して、Ｍ字のカーブが以前に比べ浅くなっている。
 【正解：◯　H25-3B】

例　題

　本書では、上記のような基本事項については、　　　　にまとめていますので、
確認しておきましょう。

　第１章～第３章の白書、統計資料については、出題頻度が高いので、多くの受験
生が対策に関して不安に感じていることと思います。本書では、合格するために必
要な本試験対策から逸脱するような深みにはまることなく、効率よく学習を進める
ことができるよう、次の３段階で構成しています。

▶対策方法

Point

学　

習　

順　

序

冒頭の　 部分です。白書や統計
資料の中で特に注目しておきたい
点をまとめています。

ハイライト

本文の見出しです。それぞれの白書、統
計資料にはどのような調査項目があるの
かを把握することができます。

内容に関する詳細な記述です。具体的な
数値に関するものなど、多くの情報が入
っています。

①各資料のハイライト

②見出し

③詳細記述

����������	
������

 ��	�	��������������



viii

【学習順序】

①　ハイライトから白書、統計調査の最重要事項をつかみましょう。
　各統計資料の冒頭にはハイライトとして、とくに注目しておきたい重要ポイント
を抜粋して掲載しています。本試験で出題される可能性のある箇所であり、最低限
これだけはおさえてほしいというポイントが凝縮されています。穴埋め形式になっ
ているので、空欄に入る語句を考えながら読んでみましょう。

　　労働力調査（基本集計）平成30年（2018年）平均（速報）結果の要約 必修

１．2018年平均の完全失業率は Ａ  ％と、前年に比べ0.4ポイ
ント低下（ Ｂ  年連続の低下）。完全失業者は166万人と24
万人減少（ Ｃ  年連続の減少）
・完全失業率について、男性は2.6％と0.4ポイントの低下、女
性は2.2％と0.5ポイントの低下

２．2018年平均の就業者は6664万人※１と、前年に比べ134万人増
加（ Ｄ  年連続の増加）
・就業者について、男性は3717万人と45万人の増加、女性は
2946万人※２と87万人の増加
・15～64歳の就業者は5802万人と78万人の増加、65歳以上
の就業者は862万人と55万人の増加

※ １　比較可能な1953年以降で過去最多（1997年（6557万人）以来、
21年ぶりに過去最多更新）

※ ２　比較可能な1953年以降で過去最多（ Ｄ  年連続で過去最
多更新）

３．2018年平均の就業率は60.0％と、前年に比べ1.2ポイント上昇
（ Ｄ  年連続の上昇）
・男性は69.3％と0.9ポイントの上昇、女性は51.3％と1.5ポイン
トの上昇

４．2018年平均の正規の職員・従業員は3485万人と、前年に比べ
53万人増加（４年連続の増加）。非正規の職員・従業員は2120
万人と84万人増加（５年連続※の増加）
※　前年と比較可能な2014年以降

ハイライト

Ａ：2.4
Ｂ：８
Ｃ：９

Ｄ：６

②　見出しから白書、統計資料で扱う項目をつかみましょう。
　本書では、見出しを拾い読みするだけで、調査項目が把握できるように構成して
います。各種統計資料でどんな調査項目があるのかが見出しから確認できます。ま
た、具体的な統計数値を見出しで取り上げている箇所もありますので、動向等を表
している赤字部分を中心に確認しておきましょう。

月間現金給与総額

平成30年の１人平均月間現金給与総額は、規模５人以上で前年比1.4％増の
323,553円となった。
現金給与総額のうち、きまって支給する給与（定期給与）は、0.9％増の

264,582円となった。所定内給与は、0.8％増の244,684円となった。所定外給与
は0.7％増の19,898円となり、特別に支払われた給与は3.6％増の58,971円とな
った。

1

見出し

詳
細
記
述
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③　余裕があれば、詳細記述を読み込みましょう。
　①②を終え、まだ余裕があるという方は、見出し以下の本文の詳細記述を読んで
おきましょう。これらの箇所から本試験の出題があった場合は、加点の可能性が高
まりますので、自信をもって本試験に臨める安心材料になると思います。ただし、
他の法律科目の対策に時間を割く必要のある場合には、そちらを優先させてくださ
い。ここに多くの時間を割く必要はありません。

　  学習アドバイス

　法律科目の学習では、“すべてを網羅的に”という対策をとってきた方も多いと
思います。しかし、「白書・統計資料」では同じような対策をとる必要はありま
せん。ここで示した学習順序を参考にしながら「知らなければいけないこと」と
「知っておいてもいいこと」との線引きをしながら優先順位を考えて学習していく
ことが重要となります。
　基本事項、重要事項についてはしっかりマスターし、本試験で出題された場合
には必ず得点できるようにしておきましょう。

　「よくわかる社労士」シリーズは、社労士試験の完全合格を実現するための、実践
的シリーズです。過去10年分の本試験傾向をもれなくつかめる『合格するための過
去10年本試験問題集』と、条文ベースの本文で確実に理解することができる『合格
テキスト』を中心としたシリーズ構成です。

よくわかる社労士シリーズの活用法

▶学習の流れ
過去 10年分の傾向を
くまなくチェック！

テキストで知識
定着！理解！

本試験形式の予想
模試で総仕上げ！

全４冊 科目別・全 11冊

繰り返し

『合格するための過去
10年本試験問題集』

『合格テキスト』 『本試験をあてる TAC
直前予想社労士』
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労働経済（白書）

1第 章

一般経済の動向

雇用・失業情勢の動向

労働時間・賃金の動向

働き方の多様化に応じた人材育成の
在り方について

多様な働き手の参画

1

2

3

4

5
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企業の動向

　　

１．労働分配率は、分母である Ａ  、特に営業利益が景気感
応的であるのに対して、分子である Ｂ  が変動しにくいこ
とから、景気拡大局面においては C  し、景気後退局面に
おいて Ｄ  するといった特徴のある指標となっている。

２．資本金10億円以上の大企業の労働分配率は、足下では緩や
かに低下しているものの、中期的にみると、おおむね横ばい圏
内で推移しており、2016年の第Ⅱ四半期以降、2002年から
2006年の景気拡大局面における同期より Ｅ  水準となって
いる。

景気拡大局面における労働分配率の比較

労働分配率は、分母である付加価値、特に営業利益が景気感応的であるのに対
して、分子である人件費が変動しにくいことから、景気拡大局面においては低下
し、景気後退局面において上昇するといった特徴のある指標となっている。
労働分配率は産業による水準の差異が大きく、産業構造の変化が労働分配率の

変動に影響を及ぼしている可能性があることに留意が必要である。また、統計上
は、内閣府「国民経済計算」と財務省「法人企業統計調査」により労働分配率の
算出が可能であるが、各々の統計によって水準やトレンドが異なることから、統
計の特性を踏まえ、一定の幅をもってみる必要がある。
2013年以降の景気拡大局面における動向をみると、2012年の景気後退局面

において上昇した労働分配率の水準と比較し、全ての資本金規模において労働
分配率は低い水準となっている。また、資本金規模別にトレンドをみると、2013
年以降低下傾向にあるところが多いものの、大企業（資本金10億円以上）では、
2014年以降下げ止まりの兆しもみられる。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ９）

1 一般経済の動向

1
ハイライト

Ａ：付加価値
Ｂ：人件費
Ｃ：低下
Ｄ：上昇

Ｅ：高い

1

社労士 別冊_01章.indd   2社労士 別冊_01章.indd   2 19.3.26   11:41:37 AM19.3.26   11:41:37 AM



一
般
経
済
の
動
向

3

第１章　労働経済（白書）

資本金規模別の労働分配率

　 の労働分配率の特徴を踏まえ、1987年から1991年（Ⅰ期）、2002年から2006
年（Ⅱ期）、2013年以降（Ⅲ期）の景気拡大局面に着目し、資本金規模別の動向
について、より詳細にみていく。まず、全規模企業におけるトレンドをみると、
Ⅰ期・Ⅱ期ともに、景気拡大局面に入った直後の労働分配率は低下しているが、
その後、Ⅰ期では上昇に転じており、Ⅱ期では下げ止まり横ばい圏内で推移して
いる。他方、Ⅲ期におけるトレンドをみると、2016年前半に円高等の影響により
企業収益が低下したことなどから労働分配率は横ばい圏内で推移したが、その後
は緩やかに低下している。ただし、足下では下げ止まりに転じる可能性もうかが
える。
資本金規模別にトレンドをみると、大企業（資本金10億円以上）では、Ⅱ期に

おいて低下傾向が続いたのとは対照的に、足下では緩やかに低下しているもの
の、中期的にみると、おおむね横ばい圏内で推移しており、2016年第Ⅱ四半期以
降、Ⅱ期より高い水準となっている。
中堅企業（資本金１億円以上10億円未満）では、Ⅱ期より労働分配率の低下幅

は小さいものの、緩やかな低下傾向で推移しており、期間を通じてⅡ期より低い
水準となっている。さらに、中小企業（資本金１千万円以上１億円未満）では、
Ⅰ期・Ⅱ期ともに、景気拡大局面に入った直後の労働分配率は低下し、その後、
Ⅰ期では緩やかな上昇に、Ⅱ期では下げ止まり横ばい圏内の推移に転じているこ
とが分かる。他方、Ⅲ期におけるトレンドをみると、趨勢的に緩やかな低下傾向
が続いており、足下において下げ止まるかどうか、引き続き注視が必要な状況に
ある。労働分配率の分子である人件費は、雇用者にとっては消費の源泉でもある
ことから、経済の好循環の更なる拡大につなげるためにも、労使間で利益等の適
切な配分について総合的に話し合っていくことが重要である。
 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ10）

2
 1
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雇用情勢の概況

　　

　実質GDPの変化と完全失業率の変化との間には、 Ａ  と呼
ばれる Ｂ  の相関が成り立つことが知られている。我が国に
おける2000年以降の状況について確認すると、実質GDP成長率
が上昇するほど完全失業率が C  するといった Ｂ  の相関
を確認することができる。

経済成長と完全失業率の関係性

　で概観した一般経済の動向と雇用情勢との関係性について確認していく。
実質GDPの変化と完全失業率の変化との間には、オークンの法則と呼ばれる負
の相関が成り立つことが知られている。そこで、我が国における2000年以降の状
況について確認すると、実質GDP成長率が上昇するほど完全失業率が低下する
といった負の相関を確認することができる。すなわち、実質GDPが８四半期連
続で上昇するなど、日本経済が緩やかに回復していることが、完全失業率の低下
など雇用情勢の改善につながっていくことが分かる。
 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ14）

完全失業率と有効求人倍率等の動向

完全失業率と有効求人倍率等の動向をみると、完全失業率は2009年７月を
山として低下傾向にあり、2018年３月には2.5％と1993年８月以来24年７か月ぶ
りの低い水準にまで改善した。有効求人倍率は2009年８月を谷として上昇傾
向にあり、2018年３月には1.59倍と1974年１月以来44年２か月ぶりの高い水準と
なった。また、新規求人倍率は2018年３月には2.41倍と比較可能な昭和38年１月
以降で最も高い水準となった。また、正社員有効求人倍率は2017年８月に１倍を

2 雇用・失業情勢の動向

1
ハイライト

Ａ：オークンの
法則

Ｂ：負
Ｃ：低下

1
1

2

社労士 別冊_01章.indd   4社労士 別冊_01章.indd   4 19.3.27   10:21:38 AM19.3.27   10:21:38 AM



5

第１章　労働経済（白書）

雇
用
・
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業
情
勢
の
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向

超える水準となった後、直近2018年３月に1.08倍となり、2004年度に集計を開始
して以来、過去最高の水準となった。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ15）

（失業率の国際比較）
国際比較でみた我が国の失業率の状況について、OECD主要国の動向を比較す
ると、2017年の年齢計のOECD平均は5.8％となる中、我が国は2.8％と３％ポイン
ト低い水準にあり、OECD主要国と比較しても最も低い水準となっている。2008
年以降の各国の推移をみると、リーマンショック等の影響により、失業率は一時
的に上昇したが、その後は低下している。ただし、イタリアとフランスでは相対
的に改善が遅れている。
年齢別にみると、2017年の15～24歳のOECD平均は11.9％、25～54歳のOECD平

均は5.3％となっており、若年失業率は他の年齢層と比べて高い水準にあり、例え
ば、イタリアの15～24歳の失業率は34.8％、フランスでは22.3％となっている。そ
うした中、我が国の2017年における15～24歳の失業率は4.7％と、OECD主要国
の中で最も低い水準にある。
我が国における15～24歳の若年失業率が低い水準にあるのは、若年層の雇用環

境が改善していることに加え、新卒一括採用等といった我が国の雇用慣行による
影響があるものと考えられる。
なお、25～54歳の失業率をみると、各国とも若年層とくらべて水準はおおむ

ね低くなっているが、我が国の2017年の水準は2.8％と、同様にOECD主要国の中
で最も低くなっている。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ16）

求人・求職の動向

　　

１．有効求人数、新規求人数は増加、有効求職者数、新規求職申
込件数は Ａ  しており、有効求人倍率、新規求人倍率は引
き続き Ｂ  傾向にある。

２．雇用形態別の求人・求職に関する指標の動向をみると、正
社員・パートタイムともに、有効求人倍率、新規求人倍率
は C  傾向にある。

３．産業別及び雇用形態別に新規求人数の前年差の動向をみる
と、正社員では、「 Ｄ  業」「運輸業，郵便業」「建設業」に
おいて、新規求人数の増加幅が拡大している。
４．職業別に新規求人数の動向をみると、正社員では、「 Ｅ
 職業」「事務的職業」「生産工程の職業」において、新規求人
数の増加幅が拡大している。

参考

2
ハイライト

Ａ：減少
Ｂ：上昇

Ｃ：上昇

Ｄ：製造

Ｅ：専門的・技
術的
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５．2013年以降の職業間ミスマッチ指標の動向をみると、正社
員については Ｆ  傾向となっている一方で、常用的パート
タイムについては Ｇ 傾向となっている。
６．男女別にみた有効求職者の希望する職業について、2013年
から2017年への変化をみると、男性パート労働者では「販売
の職業」「生産工程の職業」、女性パート労働者では「販売の職
業」「サービスの職業」の構成比の Ｈ が大きい。

求人・求職に関する指標の動向

労働需給の状況を示す指標である有効求人倍率、有効求職者数、有効求人数、
新規求人倍率、新規求職申込件数、新規求人数の動向について概観する。
まず、有効求人倍率、新規求人倍率については、2017年においても上昇傾向に
あり、2018年３月には有効求人倍率が1.59倍、新規求人倍率は2.41倍にまで上昇
した。なお、新規求人倍率は比較可能な昭和38年１月以降で最高の水準となっ
た。
次に、労働需要を示す有効求人数、新規求人数については、2017年においても

増加傾向にあり、2017年３月から2018年３月にかけて有効求人数は9.7万人増加
し273.4万人となり、新規求人数は5.4万人増加し98.7万人となった。一方で、労
働供給を示す有効求職者数、新規求職申込件数については、2017年においても減
少傾向にあり、2017年３月から2018年３月にかけて有効求職者数は9.6万人減少
し172.0万人となり、新規求職申込件数は2.6万人減少し41.0万人となった。
 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ20）

雇用形態別にみた求人・求職に関する指標の動向

雇用形態別の求人・求職に関する指標の動向をみると、2017年において、正社
員、パートタイムともに有効求人数、新規求人数は増加傾向が続いている。ま
た、有効求職者数、新規求職者数は減少傾向が続いている。特に、正社員では、
有効求人数が３年連続100万人を超える水準となり、新規求人数が、2004年度
に集計を開始して以来、はじめて40万人を超える水準となる等、労働需要が高
まっている。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ20）

Ｆ：低下
Ｇ：拡大

Ｈ：低下

1

2
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産業別にみた新規求人数の動向

産業別及び雇用形態別に新規求人数の前年差の動向をみると、2016年から2017
年にかけて、パートタイムの新規求人数の増加幅が縮小する一方で、正社員の新
規求人数の増加幅が拡大しており、産業計でみた増加幅も拡大している。また、
産業別に正社員の2016年から2017年にかけての動向をみると、「医療，福祉」が
引き続き高い増加幅を維持しており、「製造業」「運輸業，郵便業」「建設業」に
おいて増加幅が拡大している。産業別にパートタイムの2016年から2017年にかけ
ての動向をみると、「宿泊業，飲食サービス業」「卸売業，小売業」において増加
幅が縮小したが、「医療，福祉」において引き続き高い増加幅を維持しているこ
とが分かる。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ21）

職業別にみた新規求人数の動向

職業別に新規求人数の動向をみると、2016年から2017年にかけて、常用労働者
では、全ての職業において新規求人数は増加しており、特に「専門的・技術的職
業」「事務的職業」「生産工程の職業」における増加幅が拡大している。また、正
社員やパートタイムでも、全ての職業において新規求人数は増加しており、特に
正社員で「専門的・技術的職業」「事務的職業」「生産工程の職業」における増加
幅が拡大している。さらに、パートタイムでは「事務的職業」における増加幅が
拡大している。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ22）

職業間ミスマッチ指標の動向

労働需給の引き締まりが進む中、更なる雇用環境の改善を実現するためには、
現在生じている様々な求人・求職者間のミスマッチを解消していく必要がある。
そこで、ここでは職業によるミスマッチの問題に着目し、正社員と常用的パート
タイム別に「職業間ミスマッチ指標※」の動向を確認していく。
※　「職業間ミスマッチ指標」とは、職業間における求人、求職の分布の差をみるも
のであり、指標が大きくなるにつれて、職業間における求人、求職の分布の差が大
きいことを示している。

2013年以降の職業間ミスマッチ指標の動向をみると、正社員については低下傾
向となっている一方で、常用的パートタイムについては拡大傾向となっている。

3

4

5

社労士 別冊_01章.indd   7社労士 別冊_01章.indd   7 19.3.26   11:41:38 AM19.3.26   11:41:38 AM



8

そこで、職業間ミスマッチの動向をより詳細に確認するため、求人超過によるミ
スマッチと求職超過によるミスマッチのどちらが生じているか峻別しながら、職
業分類ごとの状況を整理していく。
まず、正社員では、「サービスの職業」「販売の職業」において求人超過による

ミスマッチが拡大しているが、「専門的・技術的職業」において求人超過による
ミスマッチが解消方向に進んでおり、総じてみると、求人超過によるミスマッチ
が解消方向に進んでいる。また、「事務的職業」において求職超過によるミスマ
ッチが拡大しているが、「生産工程の職業」が求職超過から求人超過に転じたこ
とにより、総じてみると、求職超過によるミスマッチも解消方向に進んでいる。
次に、常用的パートタイムでは、「専門的・技術的職業」における求人超過に
よるミスマッチが解消方向に進んでいるものの、「サービスの職業」「販売の職
業」「生産工程の職業」における求人超過によるミスマッチが拡大しており、総
じてみると、求人超過によるミスマッチが拡大している。また、「事務的職業」
「運搬・清掃等の職業」では求職超過によるミスマッチも拡大していることが確
認できる。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ23～24）

男女別にみた有効求職者の希望する職業

有効求職者がどのような職業を希望しているのか、男女別及び雇用形態別に状
況を確認していく。2017年の状況をみると、男性の正社員では ｢生産工程の職業
｣ の希望者の割合が最も高くなっているが、職業間での差が比較的小さくなって
いる。また、男性のパート労働者では ｢運搬・清掃等の職業｣ の希望者の割合が
最も高くなっているが、同様に職業間での差が比較的小さくなっている。他方、
女性では、正社員・パート労働者ともに ｢事務的な職業｣ の希望者の割合が高く
なっており（正社員：51.0％、パート労働者：27.8％）、「専門的・技術的な職業」
｢サービスの職業｣ についても、男性より割合が高くなっている。
さらに、2013年から2017年にかけて希望する職業にどのような変化が生じてい

るのか確認してみると、求人超過となっていた「サービスの職業」「販売の職業」
では、男性パート労働者を除き、構成比が低下している一方で、求人超過による
ミスマッチが解消方向に進んでいる「専門的・技術的な職業」では、男性正社員
を除き、構成比が上昇していることが分かる。特に、パート労働者における状況
をみると、男性では「販売の職業」「生産工程の職業」の構成比の低下が大きく、
女性では「販売の職業」「サービスの職業」の構成比の低下が大きいことが分か

6
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る。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ24～25）

就業者・雇用者の動向

　　

１．2018年３月調査の雇用人員判断D.I.は、全産業・製造業・非
製造業のいずれもバブル期に次ぐ人手 Ａ  感となっている。
２．雇用形態別にみると、「 Ｂ  」において人手 Ａ  感の
高まりが強い。
３．正社員等では「 C  業」における人手 Ａ  感の高まり
が特に強くなっており、パートタイムでは「 Ｄ  」「サービ
ス（他に分類されないもの）」における人手 Ａ  感が特に強
い。
４．全産業では「現場の Ｅ  労働者」「社内の Ｆ  を推進
する人材」「社内の Ｇ を担う中核的な管理職」において人
手 Ａ  感が高い。

５．「海外展開に必要な国際人材」「研究開発等を支える高度人
材」の人手 Ａ  感は、 Ｈ 業で高い。

雇用人員判断D.I.の推移

少子高齢化による労働供給制約下にある我が国では、日本経済の緩やかな改善
にともない、企業において人手不足感が高まっている。そこで、ここからは企業
の人手不足感の状況について概観していく。
まず、短観の雇用人員判断D.I.の推移をみていく。雇用人員判断D.Iがプラスで
あることは、人手が過剰と考えている企業の割合の方が高く、マイナスであるこ
とは、人手が不足していると考えている企業の割合の方が高いことを示してい
る。
全産業の推移をみると、2013年に過剰から不足に転じた後、人手不足感は趨勢

的に高まっており、直近の2018年３月調査の雇用人員判断D.I.は、全産業・製造
業・非製造業のいずれもバブル期に次ぐ人手不足感となっており、1992年３月調
査以来26年ぶりの水準となっている。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ34～35）

3
ハイライト

Ａ：不足
Ｂ：正社員等

Ｃ：製造
Ｄ：生活関連サ
ービス業,娯
楽業

Ｅ：技能
Ｆ：IT化
Ｇ：人材マネジ
メント

Ｈ：製造

1
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雇用形態別、産業別にみた労働者過不足判断D.I.

「常用労働者」の中でどのような雇用形態において人手不足感が高まっている
かみると、「正社員等」の人手不足感の高まりが、「臨時」「パートタイム」「派遣
労働者」の人手不足感の高まりを上回っており、「正社員等」において人手不足
感の高まりが深刻であることが分かる。
次に、「正社員等」と「パートタイム」において、それぞれどのような産業に

おいて人手不足感が高まっているのか確認すると、「正社員等」では「製造業」
における人手不足感の高まりが特に深刻となっており、その他に「サービス（他
に分類されないもの）」「建設業」における人手不足感の高まりが強い。「パート
タイム」では、「生活関連サービス業，娯楽業」「サービス（他に分類されないも
の）」における人手不足感の高まりが強いことが分かる。ただし、2018年２月調
査の数値をみると、人手不足感を示すD.I.の水準が最も高いのは「宿泊業，飲食
サービス業」となっており、次いで「生活関連サービス業，娯楽業」「運輸業，
郵便業」が高い状況となっている。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ35～36）

産業別・スキル別にみた正社員の人手不足感

産業別及びスキル別に正社員の人手不足感を概観すると、全産業では「現場の
技能労働者」「社内のIT化を推進する人材」「社内の人材マネジメントを担う中
核的な管理職」の人手不足感が高いことが分かる。
他方、「海外展開に必要な国際人材」「研究開発等を支える高度人材」の人手不

足感は、製造業では高いものの、全産業では相対的に低い水準となっている。た
だし、グローバルな経済活動・イノベーション活動を重視する企業においては、
製造業を中心に、これらの人材の人手不足感が高い状況にある。
 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ36）

人手不足の程度と対処策の関係

労働者の過不足感の程度と「正社員等の採用・正社員への登用の増加」との
関係性をみると、人手不足感に関して「大いに不足」と回答した事業所の方が、
「適切」と回答した事業所と比較し、今後、本対処策を講じる意向が強いことが
分かる。さらに、労働者の過不足感の程度と「省力化投資による生産性の向上・

2

3

4
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外注化・下請化」との関係性をみると、人手不足感の高まりとともに、今後、本
対処策を講じる意向が高まることが確認できる。
一方、労働者の過不足感の程度と「在職者の労働条件の改善（賃金）」との関
係性をみると、賃金については対処策を講じる事業所割合の水準が、人手不足感
の程度に応じて高まっていくものの、今後の意向については、本対処策を講じる
意向が高まっておらず、労働者が「不足」又は「大いに不足」と回答したにもか
かわらず、今後１年間に本対処策の実施を予定している事業所の割合が低下する
という傾向もある。加えて、所定労働時間の削減等といったその他の労働条件の
改善については、人手不足感の高まりに応じて、今後、当該対処策を講じる意向
が高まる傾向にあるものの、他の対処策を比較すると、その上昇幅は小さくなっ
ている。
実際にハローワークに提出された求人について求人条件別に充足率の状況をみ

ると、完全週休二日制の求人はそうでない求人と比べて充足率が2.1％ポイント
高く、時間外労働の無い求人は所定外労働時間が週30時間以上の求人と比べて充
足率が8.5％ポイント高い等、求人情報内に示された労働条件により充足率に違
いがみられる。
今後、人材を確保するためには、労働条件の改善にも積極的に取り組んでいく

ことが重要だと考えられる。 （平成30年版「労働経済白書」Ｐ37～38）
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